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１ はじめに
本稿の目的は，１９４５（昭和２０）年８月の敗戦時から１９５１（昭和２６）年９月のサンフランシスコ講
和会議に至る時期，すなわち占領下の経営を概観することである。
筆者はこの前段として「日本的経営の生成―生成・萌芽期としての戦時経済期―」（齋藤憲 ２０１４）
を著しており，そこではいわゆる「日本的経営」の生成時期を，１９３７（昭和１２）年の日中戦争開始
から４５年８月の太平洋戦争終結までの時期としている。生成時期に関しては多くの説があり，（１）
室町時代末期（野田信夫，１９８８），（２）江戸時代中期（尾高邦雄，１９６５），（３）明治以降の近代化・
資本主義化過程（三戸公，１９９１），（４）戦時体制期（岡崎哲二，１９９２），（５）敗戦・占領による改革
と混乱収拾過程期（植村省三，１９８２），（６）高度経済成長期（吉田和男，１９９６）等があげられるが，
筆者は岡崎哲二「現代日本企業の源流」に依拠して戦時体制期とした。岡崎によれば，１９３５年以前
には１９６０年代以降ほとんど見られなくなった株主経営者（戦後のサラリーマン経営者ではない外部
経営者）がいたこと，配当性向，配当感応度を計算すると，株主優先の弾力的配当政策が見られる
こと，雇用生産弾力性や雇用調整係数からは不況下での大量解雇の実態が見られ，終身雇用制の存
在は考えられないことが明かであり，コーポレート・ガバナンスや配当性向，人事労務に現れた変
化は，戦時経済を挟んだ前と後では，大きく異なっていた（岡崎哲二，１９９２）。つまり戦時経済期
に入る前の企業は，古典的な資本主義的企業に近い性質を持っていたのであり，それが戦時体制期
に変質したことになる。
そして拙稿では，戦時経済の影響によって，その後の動向と絡めると次のような変質が現れ，戦
後の経営に関連すると結論づけた１。
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株主による企業統治から生産人（経営者と従業員）による企業統治へと転換が生じた。配当の
利子化が生じ，利益は生産人の動機付けへと改まった。
労働に代わる倫理としての「勤労」は，皇国民の責任であると同時に栄誉であったが，それは，
戦後「戦争遂行のための生産力増強」から「復興のための生産力増強」に改まり，「皇国民」
が「国民ないし従業員」に改まっただけで，用語共々戦後に継承された。
資本主義の成熟を示す所有と経営の分離を，戦時下国家が結果として人為的・国策的に推進す
ることになった。
民主化による身分制度の撤廃は，職分の相違する生産人の協同という主張を擁護することに
なった。
補助金政策は，国家（官僚）と企業（経営者）の一体化を促進し，高度経済成長期において「親
方日の丸」や官民融合の「日本株式会社」への動きへと連なっていく。
金融新体制による資金供給の計画化は，資本市場の無力化，敷いては株主主権を弱めて経営者
による企業支配を強めた。やがてそれは，メイン・バンク制や株式の相互持ち合いへ連なる。
これだけでは解りづらいと思われるので，以下に簡単に説明を加えると，は株主権の後退につ
いてである。１９８０年代に会社は従業員の所有だという考え方がサラリーマンに一般化したが，その
源流となってくる考え方である。戦時下，労働争議を抑えるために，またブルーカラーを職工から
経営の構成要因へと引き上げ，生産力の上昇を意図した結果である。国家社会主義の影響もあると
思われるが，経営者と従業員を生産人と表現し，彼等だけで生産を担えるという考え方へと改まっ
ていった。４３（昭和１８）年１２月に制定された「軍需会社法」は，軍需指定会社は指定金融機関制度
を決めて，のメイン・バンク制の大きな要因となるが，同時に株主総会決議を省略可能というこ
とも謳っている。主眼は生産増強のための設備増強等には総会決議を待っていられないということ
だったが，結果的には株主権の制限である。同法はまた主たる利益の配分先は授業員であるともいっ
ており，株主への配当は二の次となった。
は本論で追求すべき内容で，後論で言及する。
は株式所有の分散と専門経営者の誕生によって，資本所有者が直接経営を担当しなくなるとい
う意味でのいわゆる所有と経営の分離ではない。１９４０（昭和１５）年１２月閣議は「経済新体制確立要
綱案」を決定，発表するが，原案である企画院案に含まれる「所有と経営の分離」に対して日本経
済連盟会等７団体が反対，同案から除外されたことを指しており，同院はそれほどの影響力を持っ
ていた。経営学では経営の変化として捉えているこの現象を，国家社会主義の影響が強かった企画
院は，株主排除の意味で主張したのである。
次にであるが，戦時経済以前の日本においては，従業員は社員と職工という身分に明確に区分
されており，社員の規則と職工の規則とでは全く別立てであったことをいっている。例えば菅山真
次によると，「日立工場職工就業規則」（１９２０年）には，規律心得や懲戒が事細かく列挙されており，
守衛は職工専用の入退場口を常に監視し，必要な時には何時でも職工の身体検査を行い，携帯品を
チェックできたという。つまり職工のモラルに対して不信感を持ち，そのための懲罰や監視を前提
にしていたのであり，これに対して社員は，企業経営をともに担う一員と見なされていたという（菅
山真次，１９９５）。労働組合法が成立するのは１９４５（昭和２０）年１２月で，その下で職工と社員を一体
とするいわゆる企業別組合が成立するのは，戦後のことである。
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の内容は１９５０年代から一般化する補助金政策のことで，４３（昭和１８）年頃から補助金による生
産者価格の引き上げを実施して，生産力増強を図ったことが端緒であるといわれており，経済成長
期には一般化する。
は先に述べた「軍需会社法」における指定金融機関制度のことで，それが要因となって個別企
業と銀行との接点が生まれ，やがてメイン・バンクシステムが生じたということである。
当該期は，間接統治とはいえ GHQ（general headquarters連合国最高司令官総司令部）の統治下
にあった時代である。経営は，常に占領軍政策に対する対応という受け身の時代であった。上記の
６項目が明確化するのはこの時代以降であるが，それが生き延び，その後に繋がっていった経緯を
含めて，占領下の経営について概観していきたい。
２ 占領下の政治的動向
日本は１９４５（昭和２０）年８月無条件降伏し，５１（昭和２６）年９月サンフランシスコ講和条約・平
和条約調印，日米安全保障条約が調印されるまで占領下にあった（対日平和条約，日米安全保障条
約が実際に発効するのは翌５２年４月である）。この時期の経営といっても，GHQから命令された難
題を克服しながら企業存続の危機を乗り越えていった時期であって，平和時の経営とは異なってい
る。そこで，主要な動向について図表１の年表を作り，年代順に追っていこう。（以下年表を参照）
占領期は，日本の非軍事化と民主化政策の時期→対日政策の転換→朝鮮戦争→サンフランシスコ
講和条約と時期区分できる２。この間の動きは，GHQが占領政策を終える時に残していった文書『総
司令部の使命と成果』によれば，「当初の占領軍の目的は日本の軍備解体と非軍事化であり，経済
機構の民主化を行い，平和かつ民主的な国家として自立しうるまでに日本経済を復興させることで
あった。（中略）占領中期には，アメリカの日本に対する考え方が修正され，たとえば賠償施設の
撤去をつづけると，日本が対米援助に頼らざるを得ない期間を延ばすに過ぎないことが認識された。
それは，アメリカが日本の賠償を肩代わりしているようなものだと考える人もでてきた。対日政策
重点が移り，重工業に冷たい扱いをすることもなくなり，日本の工業力は東南アジアの真の安定勢
力として必要なことが明らかになってきた。朝鮮動乱勃発と同時に，GHQは日本の経済力を強化
する努力を強めることとなり，日本の将来の安全が重要な論点となった。警察予備隊が創設され，
アメリカ軍隊が朝鮮戦線にいる間の国内防備にあたることになった。最後に昭和２７年３月８日には，
日本の軍備禁止という指令も削除されるに至った。アメリカの対日援助は当初のうちは単なる占領
地救済だったが，２３年には経済復興援助という色彩が濃くなり，さらに昭和２６年６月ころには反対
給付支払い援助（特需のこと）となった３」ということになる。すなわち軍隊の解体や戦争能力を
奪う経済改革，財界人の公職追放，憲法改正といった政策から，対ソ連との冷戦激化にともなって
大きく政策転換が図られた。
この動きは，対日賠償方針の変化にも現れている４。４５（昭和２０）年１２月に発表されたポーレー
対日賠償中間報告では現物賠償後の日本の工業水準は１９２６（昭和１）年から３０年を基準に算定され
ており，日本が侵略したアジアの他の諸国を上回る生活水準は許されず，これら諸国に日本の設備
を移して復興と工業化をはかり，とくに財閥企業の設備は優先的に撤去するという，厳しい考え方
が基本であった。しかし，４６年には早くも異論が出てきて，４月の国務・陸・海軍３省調整委員会
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（SWNCC）では，賠償設備を撤去して日本工業水準を引き下げ，かわりに多額の援助を注ぎ込む
のは不合理だとの意見が検討され，同年秋の中間選挙で共和党が進出すると，占領地援助のための
米国の納税者の負担を軽減せよとの主張が強まった。４７年１月に米国陸軍省が派遣したストライク
対日賠償特別委員会は，ポーレー案を中止して軍需施設以外の工業水準を引き上げた新賠償計画を
立案すべきと主張した。しかし，同年４月には極東委員会（FEC）５は賠償総額の３０％を即時取り立
て，中国に１５％，フィリピン・オランダ（蘭印）・英国（ミャンマー・マレー等）に各５％を割り
当てることを指令し，軍工廠の約３０％に当たる１７工廠の工作機械撤去が決定され，１９３９（昭和１４）
年価格にして１億６，５００万円の賠償が実行された。
こうした動きの中で中国の内戦は激化し，それに合わせて占領政策転換も急速に進んだ。賠償緩
和を主張する陸軍省やストライクと，従来の賠償政策を実行すべしとするポーレーや FEC諸国の
意向に配慮する国務省との対立が激化し，４７（昭和２２）年４月には妥協の産物が最終決定とされる
が，それでは終わらなかった。４８年に入ると，１月のロイヤル米陸軍長官がサンフランシスコで対
日政策を転換し，日本を反共の防壁とする旨の演説を行い，また極東委員会（FEC）でマッコイ米
代表が米国の単独行動もありうると示唆した。翌４９年３月のストライク報告では，最終決定とされ
た賠償案を三分の二まで縮小し，主要部門のほとんどを撤去対象から外すという内容となり，５月
の極東委員会でマッコイ米代表は，従来の賠償政策の破棄を求めるに至った。中国・フィリピン等
図表１ 年表 １９４５（昭和２０）年～１９５１（昭和２６）年の動き
１９４５ 無条件降伏（８），米政府「降伏後における初期の対日方針」発表（９），マ元帥「人権に関する５大改
革」を指示（１１），GHQ，持株会社の解体に関する覚書（１１），GHQ，農地改革に関する覚書（１２），
労働組合法公布（１２），ポーレー賠償案中間報告（１２）
４６ 金融緊急措置令（２），物価統制令公布（３），持株会社整理委員会法公布（４），経済同友会設立（４），
食糧メーデー（５），経済安定本部発足（８），経団連創立（８），総同盟，産別会議結成（８），戦時補償
特別措置法，企業再建整備法公布（１０），日本国憲法公布（１１），財産税公布（１１），対日賠償に関す
るポーレー最終報告発表（１１），「電算型賃金」成立（１２），石炭，鉄鋼に「傾斜生産方式」採用（１２）
４７ GHQ，２．１ゼネスト中止命令（１），復興金融金庫開業（１），ストライク賠償報告発表（２），トルーマ
ン・ドクトリン宣言（３），IMF発足（３），労働基準法公布（４），独占禁止法公布（４），「経済危機突
破緊急対策要綱」発表（６），公正取引委員会発足（７），第一回経済実装報告書（経済白書）発表（７），
新価格体系発表（７），民間貿易再開（制限付）（８），職業安定法公布（１１），過度経済力集中排除法公
布（１２），改正民法（家制度廃止）公布（１２），臨時石炭鉱業管理法（炭鉱国家管理）公布（１２）
４８ ロイヤル米陸軍長官，日本は共産主義の防壁と表明（１），財閥同族支配力排除法公布（１），ドレーパ
ー調査団，日本再建計画発表（３），米陸軍省，ストライク報告全文発表（３），債権証券取引法公布（４），
日経連発足（４），米，集中排除審査委員会設置（５），昭電疑獄事件（６），経済安定本部「経済中間安
定」思案まとめる（６），経済安定九原則発表（１２）
４９ ドッジ，日本経済安定政策（ドッジ・ライン）を勧告（３），単一為替ルート実施（４），独占禁止法改
正（６），シャウプ税制勧告発表（９），外国為替および外国貿易管理法公布（１２）
５０ 朝鮮戦争おこる（６），特需ブームおこる（７），レッド・パージ始まる（７），総評結成（７），鉱工業生
産指数はじめて戦前基準時をこえる（１０）
５１ 自立経済審議会「経済自立三カ年計画」最終案発表（１），日本輸出入銀行開業（２），マッカーサー解
任（４），九電力発足（５），日本開発銀行開業（５），ILO日本の加入承認（６），景気の山（６），持株会
社整理委員会廃止令公布（７），朝鮮休戦会議開始（７），サンフランシスコ講和会議，平和条約調印（９），
日米安全保障条約調印（９），景気の谷（９）
資料：有沢広巳監修『昭和経済史』 備考：項目の後の数字は生じた月を表示
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関係諸国は，大きな衝撃を受けたが，既にドッジ特使を派遣して日本経済再建を進め始めていた米
国にとっては，当然の帰結であった。
ドッジ特使の派遣の前提として４８年１２月吉田茂首相に対してマッカーサー元帥から経済安定九原
則が指令された６。九原則とは，総合予算の均衡，徴税計画の強化と脱税の防止，金融機関
貸出の制限，賃金安定化の計画立案，物価統制の強化，貿易統制業務の改善と為替管理の強
化，資材割当配給制度の改善，	国産の重要原材料・工業製品増産，
食料供出制度の強化で，
その目標は，インフレの収束と単一為替レートの設定を主眼とした日本経済安定化計画だった。そ
の実現のために翌年２月，デトロイト銀行の頭取ジョセフ・ドッジが GHQ財政顧問として来日，
策定・実行したのがドッジ・ラインであった。
来日したドッジは，日本政府に対して厳しい政策を要求した。インフレ対策のために，先ず総予
算の真の均衡を求め，それは一般会計の均衡ばかりではなく，特別会計を含めて中央政府全体の予
算を均衡させる要求だった。貿易，鉄道等の特別会計で赤字が出て，民間に資金が流出していたが，
その抜け道を全てふさごうというものであった。次いであらゆる補助金の表面化と削減で，石炭等
価格差補助金や貿易業者に対する貿易管理特別会計上の赤字を削り，統制を撤廃した上で自由経済
に戻そうというものだった。３番目は，復興金融金庫７の復金債の発行を禁止し，また新規貸出も
すべて停止することだった。彼の要求にはトルーマン大統領の支持があったので，GHQも口を出
せず，４９年度予算として現実化した８。
図表２は，当時のインフレーションの動向を表示したものである。１９３４（昭和９）―３６（昭和１１）
年平均を１とすると，４９年度では卸売物価が２０８．８倍，消費者物価が２３６．９倍というひどいインフレ
現象を理解できる。しかし，対前年比倍率を見ると，４９年度では卸売物価は４８年度の１．６３倍，消費
者物価は同じく１．２５倍と，倍率が鈍化している。これがドッジ・ラインの成果といわれるものであっ
た。
ドッジの財政均衡政策を数字で追うと，４６年度３２０億円，４７年度５９０億円，４８年度２１０億円の国庫
資金が民間に対して支払い超過であったのに，４９年度は３７３億円が引揚げ超過となった。前年と比
べれば，５８３億円民間資金が政府に吸収されたわけで，ひどい金詰まり状態が出現した９。
図表２ インフレーションの動向（１９３４―３６年平均：１）
年次 卸売物価
同対前年
比倍率
消費者物
価
同対前年
比倍率
自由及びヤミ価格の
対公定価格倍率
生産財 消費財
１９４５ ３．５ １．５１ ― ― ― ―
４６ １６．３ ４．６４ ５０．６ ― ７．２ ８．３
４７ ４８．２ ２．９６ １０９．１ ２．１６ ５．３ ５．１
４８ １２７．９ ２．６６ １８９．０ １．７３ ２．９ ２．９
４９ ２０８．８ １．６３ ２３６．９ １．２５ １．７ １．８
５０ ２４６．８ １．１８ ２１９．９ ０．９３ １．２ １．３
５１ ３４２．５ １．３９ ２５５．５ １．１６ １．１ １．１
資料：中村隆英『昭和経済史』１９８頁
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ドッジはまた１ドル＝３６０円の固定為替レートを設定した１０。制限付きで貿易が再開されたのは，
４７（昭和２２）年８月だったが，それは日本政府が米軍の指示で物品を国内から買い上げてこれを米
軍が輸出するというものであった。当時の為替レートは，例えば１個５００円の商品がアメリカで１
ドルで売れた場合，この商品に限ってみれば１ドル＝５００円という為替レートが事後的に決まると
いうことで，商品ごとに為替レートが決まる訳である。当時日本政府は貿易資金特別会計を設定し，
輸出品買上金支払いと輸入品売渡金の受入れを行っていたが，輸出品は割高に，輸入品は割安に取
り扱われていた。４６年度輸出１億ドルに対して輸入は３億ドル，同じく４７年度は輸入１．７億ドルに
対して輸入５．３億ドルと，一般会計から補填されている赤字額は大きかった。日本の貿易再開は，
日本経済自立には緊急課題であった。
問題はレートの決定だった。ドッジのワシントンに承認を求めた案では，１ドル＝３３０円で，レ
ートの上下１０％以内の変動は GHQの権限で変更できる，このレートで日本の輸出品の８０％は採算
がとれるというものであった。これに対しワシントンの国際金融に対する国家諮問委員会は，イン
フレを勘案して３６０円を強く勧告して，決定され，４９年４月２３日に発表された。３３０円を覚悟してい
た日本側は，むしろホッとしたというし，同年９月，国際収支に悩むイギリスがポンドの３０．５％切
下げを発表した際にも，日本側は強気で３６０円を維持したそうであるから，ある程度の自信があっ
たのであろう。
ドッジ・ラインは，徹底した緊縮予算と単一為替レートの設定によって，日本経済の自立化を確
立し，世界経済への復帰を図ろうとしたものであった。この結果，インフレは急速に収まり，ドッ
ジの狙いは成功したが，４９年にはデフレ不況が深刻化した。
ドッジ政策を補填するものとして，同じ４９年９月に発表されたシャウプ税制勧告があげられる１１。
財政学ないし税法の専門家で構成されているシャウプ一行が到着，調査を開始したのは，同年５月
のことで，その特徴は，恒久的かつ安定的な租税制度の確立を，所得税を中核に直接税に大きく依
存して目指したこと，税制改革全般を通して課税の公平に配慮が行われていること，であった。
しかし，当時の日本国民はごく短期的な視点からドッジ・ライン下の過酷な税負担軽減を求めて
いたのに対し，シャウプ勧告は長期的に安定した税制を樹立することにあり，認識にズレがあった。
したがって例えば「シャウプ勧告は，一つの基準でありゆとりがあるものと解釈する。この線に沿っ
て税制改革を行うが，細目の減税額は合理化を貫いた歳出額によって決める」という池田勇人大蔵
大臣の発言のように，日本側の意向を実現していこうとする態度へと改まっていった。シャウプ勧
告は４９年度の補正予算から盛り込まれていくが，増税となる地方税制改正では通常国会で不成立，
修正後の次の臨時国会で成立するという有様だった。しかも当初から不評だった付加価値税は実施
を延期され，延期を繰り返して，やがて廃止されてしまった。シャウプ勧告自体も，５１（昭和２６）
年成立の租税特別措置法，翌年の企業合理化促進法成立に現れる資本蓄積優遇策の前に，課税の公
平に最重点を置き，この視点から首尾一貫した理論体系は無残に崩されていってしまった。
ドッジ・ラインの下，金詰まりによる不況は，５０（昭和２５）年６月勃発した，国連軍と北朝鮮・
中国軍との間で戦われた朝鮮戦争によって好景気に転じた１２。戦争自体は，休戦協定が調印させた
５３（昭和２８）年７月まで続くが，日本にとっては戦争以上に特需による影響が大きかった。日本の
経済界に全く予想もつかなかったブームを引き起こし，結果的に，日本の経済復興と講和条約締結
を一段と促進したからである。
日本が戦場に近いことから緊急調達のための特需が大量に発生し，同時に世界各国が軍備拡張と
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物資買付にいっせいに乗り出したことから，世界市場は著しく売手市場化し，日本の輸出も伸長し
た。この特需と輸出拡張が強大な牽引力となって，ドッジ不況下で累積していた国内滞貨が一掃さ
れ，外貨保有高も躍増した。４９年末２億ドルであった手持ち外貨は，５１年末には９億４２００万ドルと
約４．５倍にも急増した。
特需の発注経過を見ると，最初の１年は，繊維（綿布，毛布，麻袋など），トラック，鋼材，有
刺鉄線，携帯食糧などの戦地用務物資が多かったが，休戦交渉段階に入ってからは，韓国復興資材
の特需が増えていった。またサービス特需では，車輌・機械の修理，建物建設や基地整備，資材輸
送，通信などが過半を占めたが，そのほか駐日国連軍のサービス消費があった。
この結果，日本の生産水準は著しく増加し，鉱工業生産指数は，５０年１０月に戦前水準（３４年―３６
年平均）を凌駕し，実質国民総生産も５１年度には戦前水準に到達した。しかし，物価水準も再上昇
に転じ，先に掲げた図表２に示されるように５０年から５１年にかけて卸売物価も消費物価も再上昇し
ている。
活況はドッジ・ライン下の政策理念を転換させた。ドッジのそれは財政支出を中心に内需を厳し
く抑制し，通貨価値安定とインフレ抑止を優先させて，輸入を削減し，輸出ドライブをかけ，３６０
円ルートを護持して，米国援助にすがらない日本経済の早期独り立ちを計るというものだったが，
朝鮮戦争後は，日本は自由主義国家の一員として，防衛力を応分に負担すると同時に，米国の緊急
物資調達の要請に適応できるように潜在的経済力を活用すべきであり，それに必要な輸入促進策や
船舶増加策その他必要な経済基盤強化策を最優先すべきだという考え方に改まった。そして，対日
援助は，５１年６月末をもって打ち切られた。
朝鮮特需は，当初，朝鮮戦争に関連して定義づけられたものから休戦協定後の米国の防衛分担金
や在日米国軍人への円セールスまで含むようになり，５０年から５５（昭和３０）年までの広義特需収入
の累計額は，３５．６億ドルに達して，終戦後数カ年のアメリカ援助累計額の１９．６億ドルを遙かに上
回った。いわば，日本の自立は，特需に依存した自立でもあった。
以上が，占領下の政治的動向である。
３ 財閥解体と経営者の動向
次に民主化政策の展開について概観しよう。民主化政策というと，財閥解体，農地改革，労働民
主化を考える必要があるが，農地改革は封建的な地主制解体を意味し，経営にとっては間接的な影
響なので除外し，ここでは財閥解体と経営者の動向を，次節で労働民主化と日本的経営を取り上げ
る。
民主化政策の一環として財閥解体をアメリカが推進したのには，次のような認識があったからだ
といわれている。E．H．ノーマン『日本における近代国家の成立』（岩波書店，１９７５）は，当時アメ
リカ人の日本理解の１つの基礎になっていたが，それはマルクス主義的な日本経済分析，特に講座
派の立場に近いものだった。それによると，日本の社会は非常に封建的な残存物が多く，国民は封
建的な抑圧のために生活水準を押し下げられている。その生活水準の低さから物が売れず，したがっ
て国内市場が狭い。そのために国外市場に目を向け，軍国主義的な，また帝国主義的な侵略行動に
走ったのだというわけである。日本の財閥は，一家の家族だけでその本社の株式を保有するという
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ファミリー・コンサーンで，封鎖的で封建的な組織である。それが経済界に広い範囲にわたって巨
大な力を持っている。民主化のためには先ずこれを解体させなければならないということになる１３。
国内市場狭隘のために海外に市場を求めて侵略するという捉え方が正しいか，疑問が残るが，こ
こでは，アメリカがそれを基本に財閥解体を実施したといことの方が重要である。
４５（昭和２０）年９月「降伏後における初期の対日方針」が公表されると，日本の財界は大きなショッ
クを受けた１４。財閥解体は，ほとんど予想されていなかったからである。
「大コンビネーションの解体」という基本指令を受けたものの，その具体化についてのプランを
持っていなかった GHQは，日本側つまり財閥と大蔵省（日本政府窓口）からの自発的な解体計画
を提出させ，それを自分好みに修正しながら具体案をまとめあげるという作戦をとった。はじめに
自発的解体に応じたのは安田財閥で，GHQの示唆をうけいれながら，１０月１３日に，安田同族の退
陣，安田保善社の解散，持株の処分などを骨子とする解体計画を公表した。
GHQは，この安田案に手を加えた解体プランをもとに，他の財閥に同じような自主解体を迫っ
た。住友財閥もこれを認めたが，三井は三井本社を純持株会社として残す方向で粘り強く抵抗した
とされ，最終的には，解体命令を出すという脅しをかけて三井を屈服させた。
最後まで抵抗を続けたのは三菱財閥で，死の病に苦しみながら岩崎小弥太は「国策の命ずるとこ
ろに従い，国民としてなすべき当然の義務に全力を尽くしたのであって，顧みて恥ずべきなにもの
もない」として，自発的解体を強く拒否したが，事態の混乱を恐れた日本政府は，三菱を説得し，
三菱側は，日本政府から命令が出されたものと了解して１０月２９日に解体に応じた。
アメリカ政府は，日本側の自発性を認めると改革が不徹底に終わる恐れがあると判断し，安田プ
ランは改革の第一歩として承認するが，それに続くべき改革案は専門調査団を派遣して決めること
とした。本国政府の条件つきの承認を取り付けた GHQは，かねてからの手はず通り日本政府に「持
株会社の解散に関する覚書」を提出させ，それを承認する形で１１月６日に GHQ覚書を発した（図
表１の年表を参照）。この財閥解体の基本指令で，四大財閥本社の解体が決定され，さらに，他の
財閥の解体，兼任重役制と法人持株による企業支配の解体，独占禁止法の制定などの計画提出が日
本政府に指示された。１１月２４日には，企業の解散や資産処分を大蔵省の認可制とする「制限会社令」
が公布され，財閥系企業など約１千２百社の解体逃れの動きが封じ込められた。
翌４６年１月に，C．エドワーズを団長とする日本財閥調査団が来日し，３月には報告書をまとめ
た。報告書は徹底的な独占排除政策を勧告していた。８月には財閥解体の執行機関として持株会社
整理委員会が活動を開始し，９月から５回にわたって８３の企業が持株会社に指定された。そして，
四大財閥のほか，浅野，中島，古河，大倉，鮎川（日産），大原，片倉等諸財閥の本社は解散，現
業部門のある持株会社は，持株・社債を処分し，企業再建整備法１５による再建計画を独占排除の趣
旨に沿って作成することになった。１１月には会社証券保有制限令が出されて，指定持株会社以外の
企業の持株処分，企業間の重役兼任禁止が指示された。さらに，４７（昭和２２）年２月には，財閥家
族５６人に対して，持株などの処分が命じられた。
またこの間に，軍国主義者の公職追放が進められ，主要な財界人はいっせいに退陣を強制された１６。
この時追放された役員は約２，０００名といわれ，若手経営者の登用が一気に進んだ。彼らは基本的に
は従業員出身で，この結果，経営者は年功序列昇進体系の終着点であり，会社は従業員のものとい
う認識が生まれる要因となった。部長や工場長から経営者となった彼らの在期は２０～３０年と長く，
彼らの実践が日本的経営の定着へと結びついた１７。「はじめに」で触れたの所有と経営の分離の問
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題，拙稿「日本的経営の生成―生成・萌芽期としての戦時経済期―」で述べた戦時下での株主の債
権者化，株主総会の空洞化，証券市場の無機能化と連なり，戦後の経営者支配を形作っていく。
こうして，４７年の春までに，財閥を構成していた２つの要素，すなわち，人的な結合と持株によ
る結合とを解体する基本的な施策は出そろった。
アメリカ政府は，エドワーズ調査団の報告書をもとに「日本の過度経済の集中に対する米国の政
策」という政策文書を作成し，４７年５月に極東委員会に提出した。この文書は，大企業の分割を強
力に推進する政策を提案しており，GHQはこれを財閥解体の新しい方針と受けとめた。そして直
ちに実行に着手し，独占禁止法（４７年４月公布）とは別に，過度経済力集中排除法を制定するよう
に日本政府に指示した。GHQの強い圧力のもとで，政府は排除法案を国会に提出し，１２月に成立・
公布，翌４８年５月には，鉱工業２５７社，配給・サービス業６８社を過度経済力集中の審査対象に指定
した。全国の株式会社の払込資本金合計の約６６％を占めるこれらの企業が分割されることになれば，
日本経済は大混乱になると予想された。さらに GHQは４８年１月に財閥同族支配力排除法を制定さ
せ，人的支配の解体の総仕上げもはかった。
ところが前述のように，米ソ冷戦の進行にあわせて，対日占領方針は「非軍事化」から「経済自
立の促進」に転換され，賠償や集排政策の緩和の方向が打ち出されたのである。４８年３月には，「日
本の過度経済の集中に対する米国の政策」の放棄を公表し，５月には R・キャンベルら５人からな
る集中排除審査委員会を日本に派遣した。５人委員会は「競争を阻害することが歴然たる場合」に
限って集排法を適用するという原則を示し，結局，日本製鉄・三菱重工業など１８社を過度経済力集
中と認定し，そのうち１１社に企業分割，４社に持株の処分，３社に一分工場の処分を指定したにと
どまった。
以上が財閥解体から独占禁止法，過度経済力集中排除法の顛末である。理念としては，自由競争
の確保があったが，占領政策の転換によって実態は大きく改まった。
財閥解体による財閥一族の追放や公職追放による主要経営者の追放は，株主経営者（戦後のサラ
リーマン経営者ではない外部経営者）の多くを追放したこと意味しており，その後のサラリーマン
重役を生み出す要因となっていったことは，忘れてはなるまい。
財閥解体の動きの一方で，４６（昭和２１）年４月に経済同友会が設立され，同年８月には経団連が
創立された（図表１の年表を参照）。そこで次に財界の再編の動きを追っていこう。
経済社会が一変する中で，経済団体にも大きな動きが見られた１８。一方で戦前組織の再編成から
経済団体連合会が生まれ，他方で新しく経済同友会と日本経営者団体連盟が誕生した。
終戦直後の４５（昭和２０）年９月，中島知久平商工相は四大経済団体（日本経済連盟会，重要産業
協議会，全国商工経済会協議会，商工組合中央会）の首脳を招き，「終戦後の日本経済収拾の方途」
について諮問する一方，経済団体の機構と組織を平時体制に切り替えるように求めた。そこで四団
体首脳は協議し，経済団体連合委員会なる四団体を傘下に置く連絡調整機関を新設することになっ
た。
しかし，平時体制への移行となると，四団体の組織そのものも再検討が必要であった。特に戦時
体制下，政府の経済統制に対応し，民間における総合下請機関の役割を担ってきた重要産業協議会
の扱いが問題となった。そこで４６年２月新団体に衣替えをすることを前提に同協議会を解散，同年
８月日本産業協議会を設立した。直後に経済団体連合委員会も解散，経済団体連合会（経団連）に
生まれ変わった。他方，日本経済連盟会は日本産業協議会と仕事の重複を避けるために解散した。
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紆余曲折は組織改編ばかりではなく，首脳人事にも現れた。原因は公職追放で，財界有力者が続々
と第一線から退いていたからである。経団連創立総会（４６年８月１６日）のころは追放がどこまで広
がるか見当がつかない情勢にあり，とても会長選出どころではなかったという。財閥解体や経済力
集中排除に関する指令などで，経団連に集う財界人の多くは動揺していた。経団連が経済団体の中
で最大の発言力と影響力を行使するようになるのは，朝鮮特需で日本経済再建の布石を終え，５２（昭
和２７）年１１月日本産業協議会を吸収して組織を拡大したあたりからである。
経済再建の責務を担う若い経営者の集まりとして創立されたのが，経済同友会だった。同友会が
取り組んだテーマは，日本経済の再建と経済民主化であった。その討議の方向は，古い型の資本主
義は滅んだ，新しい経済体制を作り上げねばならぬ，とするもので，特に発足当時は革新的見解が
会をリードした。このため同友会は「財界の前衛部隊」「財界左翼」とも呼ばれた。
こうした動きの代表が経済民主化研究会で，４７年７月起草した「企業民主化」案で，企業は経営・
資本・労働の三者構成される協同体とする，企業の最高意思決定機関として企業総会を新設，企業
総会は三者構成とする，企業利潤に関して経営・資本・労働が対等の権利を有する，などを主張し
た。同案は８月の幹事会で「機が熟していない」として退けられたが，その背景には，当時労働攻
勢が激化する中で労組に多大の権限をあたることは不安感が高まったこと，経済再建には資本蓄積
が肝要であり，そのため株主権の極端な制約は望ましくない，などの見解があった。
これより先，同友会は日本産業協議会など他の財界団体を誘って労組ナショナルセンターとの協
議機関結成に動いた。同友会は左翼的な全日本産業別労働組合会議（産別）も参加させて４７年２月
経済復興会議を作った。だが同会議は，産別と日本労働総同盟の角逐などのために４８年４月に解散
に至った。
「経済民主化」「企業家の自己革新」を合言葉に発足した同友会と違って，高まる労働運動に対処
し，経営権を守り抜くために設立された組織が日本経営者団体連盟（日経連）である。GHQが労
働運動を解放し，労働組合の結成を促したところから，多くの経営者はこの新事態に戸惑い，この
ため労働問題を専門とする新経営者組織の結成を促す声がにわかに強まった。この背景には，労働
組合員数が４５年１２月の３７万人から翌４６年３月の２５６万人と急増し，ストライキの盛り上りがあった。
しかし，GHQは労働組合に対する経営者組織の結成には難色を示したので，許された地方別組
織として４６年６月に関東経営者協会を，次いで九州，北海道，中部，関西とブロック別に結成され
た。４７年２月の２．１スト中止令を境に GHQは方針を転換，それに合わせて４８年４月日経連が創立
された。その宣言には「終戦以来，経営者が労働運動進展の急激な時流と経済会の変転混迷のうち
にいささか自失無策の状態に陥り，経営者本来の立場において正常な経営権の行使に遺憾な点が
あった」とし，「（経営権確立のために）不退転の努力を傾倒せんとするものである。経営者よ，正
しく強かれ！」と結んでいた。
翌５月には「経営権確保に関する意見」を表明した。下地になっているのはバーナム『経営者革
命』（The Managerial Revolution,１９４１）で，同著では，資本主義社会に続く社会は社会主義社会で
はなく，専門経営者が事実上支配階級として君臨する経営者社会であるとした１９。なぜならば，現
代の経済社会においてきわめて重要な役割である管理機能を担当するのが，経営者であるからだと
いうのである。こうしてサラリーマン経営者中心ではあるが，戦後の経営権の自立が達成されたの
である。
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４ 労働民主化と日本的経営
太平洋戦争が終わった時，人々を待っていたのは，失業の心配，インフレーション，食糧不足，
そして生産減退だった。
戦争終結によって約７００万人の軍隊からの帰還兵，約４００万人の軍需工場失業労働者，約１５０万人
の海外引揚者，仕事のある人を除いたとしても約１０００万人に及ぶ失業者が出ると予想された。これ
が失業の問題である。
インフレーションに関しては，前掲した「図表２インフレーションの動向」で明らかである。１９３４
―４６年平均を１とすると，１９５１（昭和２６）年までに卸売物価は３４３倍，消費者物価は２５６倍となって
いる。また自由及びヤミ価格と公定価格倍率が２倍を下回り，落ちついてくるのはドッジ・ライン
が行われた４９年以降のことである。当時「タケノコ生活」という言葉があったが，都市家計を例に
よると，購入量の約２割をヤミ物資に依存し，金額では７～８割をヤミに依存していた２０。毎月の
勤労収入では支出の７割強しかまかなえず，残りの２割強は貯金，財産売却，親類・知人からの借
入や補助に頼るしかなかった。南アメリカやアフリカにある国を見るような，現在では想像もでき
ない困窮であった。
インフレーションの原因は，通貨量と物資の極端な不均衡にあった。通貨量の膨張を見ると，先
ず軍需会社に対する戦時補償２１や軍人の復員手当のための莫大な臨時軍事費が支払われ，その財政
赤字分が日銀引受国債によって賄われたことであった。終戦時から GHQ指令によってそれが禁止
された１１月までに臨時軍事費特別会計２２の民間散超額は２６５億円にのぼり，戦時中のどの期間の支払
額よりも多かった。次に日銀借入を主財源とした銀行貸出で，２１年１１月から翌年１月までの全国平
均貸出増加額は約５９億円増加した。この急増は軍需会社の民需転換や従業員手当支払いを名義とし
たが，その性格は食いつなぎ運転資金だった。第三に全国的な預貯金引出しにより，戦時中に強制
貯蓄されていた潜在的購買力いっせいに物資に向かったことである。第四に，占領軍進駐にともな
う緊急調達のための終戦処理費の増大が，赤字財政の要因となった。
４５（昭和２０）年は異常な凶作の年で，夏の冷害，秋の風水害，戦時中の肥料投入不足のために田
園は荒廃し，米の収穫予想量は平年作の三分二で，大正年間以来の最悪の減収見込みだった。４５年
中は既存の陸海軍貯蔵食糧を放出して何とかするにしても，４６年の食糧が収穫されるまでには非常
な食糧危機予想され，およそ７００万石，約１００万トンの米が不足する見込みとなり，１０００万人の餓死
者がでるという観測さえも乱れ飛んだ。遅配・欠配が生じ，「米よこせデモ」や「食糧メーデー」
が発生した。終戦直後の一般世帯の規定主食配給量は，１日１人分やっと２９７グラムで，１食につ
き軽くよそって茶碗一杯分にすぎなかった。
必然的に勤労意欲も生産性も減退し，労働争議は頻発し，これに初期の厳しい占領政策のもとで
再建のめどを失った企業経営者の虚脱状態が加わって，鉱工業生産は激落した。人々はこのような
状況の中で，明日を切り開いていくしかなかったのである。
生活に苦しむ人々に対して，４５年１２月労働組合法が公布された。日本国憲法が公布される約１年
も前のことだった。労働組合助成策を他の政策に優先したのは，直接的には占領軍用労務の円滑な
る供給確保に労組の協力が必要だったこと，間接的には労組結成・団交制度の助成により，賃金上
昇→商品価格上昇→国際市場における日本商品の競争力低下→国際競争の正常化→米国商品の優位
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性確保だった２３。
労働組合の結成は，労働運動の発展に大きな影響を与えた。前述のように，組合法制定時には３７
万人しかいなかった組合員数が，施行後３ヶ月で２５６万人を超えた。その結果，争議件数と損失日
数も著しく増加した。
それでは，当時の労働組は，困窮の下何を要求したのだろうか。４６（昭和２１）年２月の「王子製
紙苫小牧工場労働組合の要求書」と「王子製紙労働組合連合会綱領」から具体的に検討しよう２４。
工場に提出した要求
封建的差別待遇ノ改定
物価騰貴ニ伴フ賃金ノ引上及生活切抜ケ資金即時至急
会社負担ニヨル食糧ノ獲得
反民主的及無能幹部並ニ不良工職員ノ追放
定年退職者ノ援護徹底
王子製紙労働組合連合会綱領
一，我等ハ労働ノ真義ニ徹シ生産ヲ増強シ以テ祖国再建ニツクサンコトヲ期ス
一，我等ハ労働条件ヲ改善シ以テ我等ノ生活ノ安定，地位ノ向上ヲ計ラン……
一，我等ハ経営ノ民主化ヲ計リ以テ新ラシキ産業秩序ヲ建設セン……
一，我等ハ全王子製紙単一組合ヲ結成セン……
「工場に提出した要求」に掲げられたは，身分制の廃止を求めているが，戦時下に生まれた工
職一体の日本的労働者観へと直結する。ブルーカラーとホワイトカラーの区別のない労働組合への
流れを示している。は，インフレーション下の生活窮を示している。ただし「生活切抜ケ資金」
という要求であるから，賃金＝生活給という考え方である。は経営参加の要求であり，は人事
権に及ぶ要求である。戦時下の生産協力会議の延長線上にあるのが解る。これが後に，日本的経営
の構成要因となる労使協議制につながっていく。は職場を離れた定年退職者の生活問題であり，
現在の退職金への流れであることは容易に理解できる。また苫小牧工場労働組合の要求というとこ
ろに次第に形をなしていく企業別組合の源を見ることができる。
それに対して，「王子製紙労働組合連合会綱領」は，「はじめに」ので述べた内容そのものであ
る。特に第一項の「労働ノ真義ニ徹シ生産ヲ増強シ以テ祖国再建ニツクサン」という文章は，文字
通り，戦後「戦争遂行のための生産力増強」から「復興のための生産力増強」に改まった，という
姿を示している。
ここに現れた思想は，４６年１０月に日本電気産業労働組合協議会によって要求された「生活費を基
準とする最低賃金制の確立」にも明確に表現される。ここには物価スライド制や退職金制度を加え
た生活給の要求が盛り込まれていた２５。
その賃金体系は，基準内賃金（１００％）を基本賃金（９０％）と地域賃金（１０％）で構成し，基本
賃金は生活保障給（６５％），能力給（２０％），勤続給（５％）で，生活保障給は本人給（４５％）と家
族給（２０％）で，それぞれ構成するものであった。
この賃金体系の最大の特徴は，ホワイトカラー，ブルーカラーの区別なく適用されること，
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月単位に計算されること，の２点であり，具体的な内容について説明を加えると
（１）本人給：１７歳以下５００円，１８歳以上３０歳は１歳ますことに３０円，３１歳以上４０歳は同２０円，４１歳
以上は４０歳据え置き額とする。これはまさに年齢給である。
（２）家族給：扶養家族１人目２００円，２人目からは１人当たり１５０円。
（３）能力給：各人の技術・能力・経験・学識等を総合的に加味して査定し，平均８００円，これは，
後の職務給に相当する。
（４）勤続給：１年につき１０円。この根底には，年功の思想がうかがわれる。
（５）地域賃金：地域別の生活調整賃金。これは後に，都市手当，冬営手当になる。
（６）基準外賃金：超過労働給（時間外手当，当直手当），特殊労働給（特殊労働手当，作業手
当，特殊勤務手当），特殊勤務給（僻地手当，居住地制限手当）
このような要求を受けた経営側は，体系自体には反対しなかったが，金額で交渉はまとまらず，
決着は中央労働委員会の調停に持ち込まれた。その結果，勤続給については，勤続５年以上の条件
が付加され，能力給の平均が４００円に減額されただけで，ほぼ原要求通りに実施されることになっ
たのである。
ここには，戦前の出来高払いから，戦争中の統制による業種，年齢，経験年数に応じた基準賃金
へという流れに沿った動きが見られる。また経営者側は，この賃金は，従業員の定着や長期勤続に
連なるために反対せず，金額のみで争うことになった。
以上，「王子製紙苫小牧工場労働組合の要求書」と日本電気産業労働組合協議会「生活費を基準
とする最低賃金制の確立」を見てきた。日本的経営の内容として指摘される企業別労働組合や年功
賃金を見て取ることができた。
４ まとめ
「はじめに」で，前研究ノートをまとめる形で６項目の問題点を掲げた。の配当の利子化や利
益は生産人の動機付けの問題は，占領下では利益分配どころではなかったから，明確ではなかった。
もも同断である。は，「王子製紙労働組合連合会綱領」に明確に現れていた。の身分制度
の撤廃は，「王子製紙苫小牧工場労働組合の要求書」や「生活費を基準とする最低賃金制の確立」
に見て取ることができる。特に後者では，「ホワイトカラー，ブルーカラーの区別なく適用される
こと」が解説で述べられており，非常に明確である。の問題は，行政依存体質の問題あるが，図
表１の年表にだけ書かれており，本文では触れらなかった４６（昭和２１）年１２月の「傾斜生産方式」
がそれである。「傾斜生産方式」とは，大戦後，日本経済の緊急復興のために採用された政策で，
４６年１２月に閣議決定され，先ず石炭―鉄鋼業へ超重点的に資金，資材を投入し，増産された石炭，
鉄鋼を順次他の基幹産業に回して経済全体の復興を図ろうとした政策である２６。政策は成功し，そ
の後の政策中心主義の端緒となった。こうしてみると，は自由な利益分配の状況にならなけ
れば，明らかにできない。今後の検討課題である。
その代わりに，公職追放の結果，若手経営者の登用が一気に進んだこと，彼らは基本的には従業
員出身で，年功序列昇進体系の終着点として経営者となったことが，会社は従業員のものという認
識が生まれる要因となったという点や，労働組合運動によって，賃金は生活給という認識が強まっ
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たことが明確になった。この思想は，戦時下の意識の継続と同時に，占領下の窮乏生活が生み出し
たものであった。ハイパーインフレの下で，自分を含めて家族全体が生きていくための知恵でもあっ
た。
注
１ このまとめについては，森本三男編著『日本的経営の生成・成熟・転換』の「２日本的経営の萌芽期―源流としての
準戦時・戦時―」も参照。
２ 中村隆英『昭和経済史』（岩波書店，１９８６年）１５６頁
３ 有沢広巳監修『昭和経済史』（日本経済新聞社，１９７６年）２４７頁
４ 以下対日賠償方針については，原朗「変わる対日賠償方針」（同上２９８～３０１頁）による。有沢広巳監修『昭和経済史』
はエピソードも豊富で的確に問題を示しており，過去を遡るのにふさわしいと考え，同書に沿って文章を展開している。
５ 極東委員会 １９４６（昭和２１）年２月，連合国による対日占領に関する政策決定機関としてワシントンに設置された。
前年１０月に設置されていた極東諮問委員会を改組・強化したもの。極東諮問委員会の権限は連合国軍最高司令官に対す
る勧告にとどまったが，極東委員会の決定は連合国軍最高司令官を拘束するものとされた。これは４５年１２月のモスクワ
外相会談で決定された。構成は，当初１１ヵ国（英・米・中・ソのほか，フランス，オランダ，カナダ，オーストラリア，
ニュージーランド，インド，フィリピン），後にビルマ（現ミャンマー），パキスタンが加わった。しかし極東委員会を
構成する大国間の合意は困難を極め，占領政策実施に大幅な変化が生じるにはいたらなかった。（日本史広辞典編纂委
員会編『日本史広辞典』，山川出版社，１９９７年）６２４頁
６ 以下中村隆英「ドッジ・ライン」（前掲『昭和経済史』３０５～３０８頁）に基づく。
７ 復興金融金庫 第二次大戦直後の復興資金供給のための政府金融機関。４７年１月復興金融金庫法にもとづき開業。第
一次吉田内閣が戦時補償打切に伴い全額政府出資で設立。復金は復金債の日銀引受で調達した資金を重点産業に供給し
た。この結果復金インフレを引きおこし，ドッジ・ラインにより４９年３月に融資を停止され，５２年１月解散（前掲『日
本史広辞典』１８８２頁）
８ 前掲中村隆英『昭和経済史』，１９６頁以下。
９ 同上１９７頁
１０ 以下単一為替レートについては，中村隆英「１ドル＝三百六十円」（前掲有沢広巳監修『昭和経済史』３０２～３０５頁）
に基づく。
１１ 以下シャウプ勧告については，石弘光「シャウプ勧告」（同上３１７～３２０頁）に基づく。
１２ 以下朝鮮特需については，内野達郎「朝鮮特需」」（同上３２６～３２９頁）に基づく。
１３ 前掲中村隆英『昭和経済史』１６５，１６６頁
１４ 以下財閥解体については，三和良一「財閥解体」（前掲『昭和経済史』２６８～２７１頁）に基づく。
１５ 企業再建整備法 戦時補償の打切や在外資産の喪失などからくる企業の危機的状況を救うために設けられた法律。４６
（昭和２１）年１０月公布。会社経理応急措も置法を補うもので，適用をうけた特別経理会社は，（１）繰越金と積立金の全
部，（２）再評価益の全額，（３）資本金の一〇分の九，（４）債券の一〇分の七，（５）残りの資本金と債券，の順序と限度
で特別損失に充当し整理することができた。（前掲『日本史広辞典』５６３頁）
１６ 公職追放 GHQが軍国主義者や極点な国家主義者を公職などから排除することを目的としてとった措置。４６年１月
に出した覚書にもとづき，戦争犯罪人，職業軍人，極点な国家主義団体の指導者などの解職と再就職禁止措置がとられ
た。４７年１月に財界・言論界，地方公職にも該当者の範囲が広がり，４８年５月までに２０万３，６６０人が追放された。翼賛
政治会・大日本政治会などの戦時政治家も該当したので，戦後の政治指導者交代に大きな影響を与えたが，財界人の追
放には経済復興をめざすアメリカ本国からの批判も強かった。５０年１０月から追放解除が始まり，５２年４月，サンフラン
シスコ講和条約発効で全面的に解除された。（前掲『日本史広辞典』７６９頁）
１７ 前掲『日本的経営の生成・成熟・転換』４４，４５頁
１８ 以下財界再建については，坂口昭「息吹き返す財界」（前掲『昭和経済史』２９２～２９６頁）に基づく。
１９ 前掲『日本的経営の生成・成熟・転換』４０頁以下を参照
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２０ 以下インフレと食糧危機については，内野達郎「インフレと食糧危機」（前掲『昭和経済史』２５６～２５８頁）に基づく。
２１ 戦時補償問題 第二次大戦中に政府が企業に約束した軍需品の対価や補助金・損失補償金等の支払い問題。巨額の戦
時補償の支払いがインフレ激化の主因の一つになっていたこと，GHQの補償打切方針もあって，政府は４６年８月打切
を決定。１０月公布の戦時補償特別措置法で形式上は補償し，全額を特別税として課税するかたちで打ち切った。打切総
額は９１７億円（前掲『日本史広辞典』１２３１頁）
２２ 臨時軍事費特別会計 対外戦争を効率的に遂行するためその予算を一般予算と切り離し，戦争終結までの一会計年度
として処理する会計制度。都合４回行われ，日中戦争と太平洋戦争時のそれは，３７年９月から４６年２月までで，特別会
計の公債依存度は８６％に上った（前掲『日本史広辞典』２２３２，２２３３頁）。
２３ 前掲有沢広巳監修『昭和経済史』２７１頁
２４ 前掲『日本的経営の生成・成熟・転換』３３～３５頁
２５ 同上，３７～４０頁
２６ 前掲『日本史広辞典』７０９頁
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